
                                                                 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、山科区基本計画の実現と地域課題の解決に向けて区民と区役所が「共

汗・協働」によるまちづくりを推進することを目的として、山科区地域福祉推進フリー

スペース等設置運営事業に対する補助金の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関す

る条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助金の交付対象となる事業） 

第２条 補助金の交付対象となる事業は、山科区民を対象に、区民と区役所との協働によ

り、「フリースペース」をはじめとする地域社会の絆づくりに資する場（以下「フリース

ペース等」という。）を設置運営する事業とし、区長が適当と認めるものをいう。 

 

（補助金の交付対象となる団体） 

第３条 補助金の交付対象となる団体は、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営

事業を実施するため、区内で活動する各種団体から選出された者をもって組織される団

体（以下「団体」という。）とし、個人は対象外とする。 

 

（補助金の交付内容） 

第４条 補助金の交付については、次に掲げる経費であって区長が適当と認めるものとす

る。 

（１）山科区地域福祉推進フリースペース等の設置及び運営に要する経費  

２ 補助金の交付額は、予算の範囲内において、前条に規定する経費のうち区長が必要と

認める額とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする団体は、山科区地域福祉推進フリースペース等設

置運営事業補助金交付申請書（第１号様式）により、補助金の交付の対象となる事業実

施日の２０日前までに次の各号に掲げる書類を添え、区長に提出しなければならない。 

（１）山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業予算書（第２号様式） 

（２）団体の規約等 

（３）団体の名簿 

（４）その他区長が必要と認める書類 

２ 事業を行う団体は、補助金の交付申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当

額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）に基づく仕入れに係る消費税及び地方消費税として控除することができる部分

の金額に補助対象経費に占める補助金の額の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 



 

（補助金の交付決定及び標準処理期間） 

第６条 区長は、前条の規定による申請が到達してから２０日以内に、交付又は不交付の

決定をするものとする。  

２ 区長は、条例第１０条の規定により、交付を決定したときは、山科区地域福祉推進フ

リースペース等設置運営事業補助金交付決定通知書（第３号様式）により、また不交付

を決定したときは、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金不交付決

定通知書（第４号様式）により、補助金交付申請団体に通知する。 

 

（変更等の承認申請） 

第７条 前条の規定により補助金交付決定の通知を受けた団体（以下「被交付団体」とい

う。）は、条例第１１条第１項第１号の規定により、補助事業等の内容又は経費の配分を

変更しようとするときは、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金変

更承認申請書（第５号様式）を、また条例第１１条第１項第２号の規定により、補助事

業等を中止又は廃止しようとするときは、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運

営事業補助金中止・廃止承認申請書（第６号様式）を速やかに区長に提出しなければな

らない。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次のとおりとする。 

（１）補助目的達成のために、関連する事業間の弾力的な遂行を認める必要がある場合 

（２）補助目的の変更をもたらすものでなく、かつ、被交付団体の自由な創意工夫によ

り計画変更を認めることが、より効率的な補助目的達成に資するものと考えられる

場合 

（３）補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部の変更である場合 

 

（事業完了の届出） 

第８条 被交付団体は、第５条の規定により申請した事業が完了したときは、事業が終了

した日の翌日から起算して６０日以内又は事業実施年度の３月３１日のいずれか早い期

日までに山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業完了届（第７号様式）に次

の各号に掲げる書類を添え、区長に提出しなければならない。ただし、年度末まで事業

を実施しているなど、事業実施年度の３月３１日までに書類の提出が困難な場合は、履

行日が年度内であることを条件に、出納整理期間内（事業実施年度の５月３１日まで）

に書類を提出することができる。 

（１）山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業収支決算書（第８号様式） 

（２）領収書その他の事業の実施に要した経費を証する書類 

（３）前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 事業を行う団体は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第９条 区長は、前条の規定による届出があった場合において、当該報告に係る事業が適

切に行われたと認められるときは、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業



補助金交付額確定通知書（第９号様式）により被交付団体に通知し、交付する。 

 

（補助金の概算払） 

第１０条 前条の規定にかかわらず、被交付団体は、条例第２１条第２項の規定による補

助金の概算払を受けようとするときは、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営

事業補助金概算払請求書（第１０号様式）を区長に提出しなければならない。概算払請

求書の提出があった場合、区長は、速やかに概算払請求書の内容を審査し、特に必要が

あると認めるときは、概算払をすることができる。なお、概算払を行った事業について、

不足額が生じた場合には、区長は、速やかにその内容を審査し、不足額の概算払をする

ことができる。 

 

（補助金の精算等） 

第１１条 前条の規定により被交付団体が補助金の概算払を受けたときは、事業終了後、

第８条に規定する書類を区長に提出するとともに、補助金の精算を行い、過払いについ

ては、返納しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１２条 被交付団体は、当該事業完了後に申告により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書（第１１号様式）により区長に報告しなければならない。ただし、免

税事業者を除く。 

２ 区長は、前項の報告があった場合、当該仕入控除税額の全部又は一部を納付させるこ

とがある。 

 

（補足） 

第１３条 この要綱の施行に関し必要な事項は区長が定める。 

 

（施行期日） 

附 則 

 この要綱は平成２４年１０月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和３年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和７年４月１１日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金交付申請書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

    

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 

事 業 の 概 要       

実 施 期 間 年  月  日 ～     年  月  日   

総 事 業 予 算 額                  円 

補助金交付申請額                  円 

 



第２号様式（第５条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業予算書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

    

電話 

 

収 入 

科  目 予 算 額 内 容 説 明 

   

   

   

   

計 円  

支 出 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計 円  

 



第３号様式（第６条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金交付決定通知書 

 

 年   月   日   

             様 京都市山科区長 

 

 
 年  月  日付けで申請のあった山科区地域福祉推進フリースペース等設置運 
 

営事業補助金については、下記のとおり交付することをを決定したので、通知します。 
 

 

記 

 

事 業 名  

補助金交付予定額                     円 

交 付 の 条 件 

 

（１） 事業の変更又は中止をしようとするときは、区長の承認を得て

ください。 

 

（２） 事業が完了したときは、速やかに必要書類を添付のうえ、完了

届を提出してください。なお、特に必要があると認めるときは、

事業の終了前に補助金の金額を概算払いすることができます。 

 

（３） 補助金交付の目的に反した場合には、補助金の取り消し、若し

くは交付予定額を変更し、又は既に交付した補助金の返還を命じ

ることがあります。 

 

（４） 本事業については、京都市補助金等の交付等に関する条例によ

り検査することがあります。 

 

（５） 当該事業完了後に申告により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに、消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額報告書により区長に報告して

ください。 
 



第４号様式（第６条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金不交付決定通知書 

 

 年   月   日   

 

 

             様 

  

 

京都市山科区長 

 

 

 年  月  日付けで申請のあった山科区地域福祉推進フリースペース等設置運 
 

営事業補助金については、下記のとおり交付しないことをを決定したので、通知します。 

 

 

記 

 

事 業 名  

補助金交付予定額                     円 

不 交 付 の 理 由 

 

 



第５号様式（第７条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金変更承認申請書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条第１項第１号の規定により補助事業等

の（□内容の変更、□経費の配分の変更）について、承認を申請します。 

事 業 名      

内 容 の 変 更  

経費の配分の変更  

 



第６号様式（第７条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金中止・廃止承認申請書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条第１項第２号の規定により補助事業等

の（□中止、□廃止）について、承認を申請します。 

事 業 名      

理   由  

 



第７号様式（第８条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業完了届 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条第１項の規定により、事業が完了したの

で届け出ます。 

交 付 決 定 日 

及 び 決 定 番 号 
      年  月  日  京都市指令   第   号 

実 施 期 間       年  月  日～    年  月  日 

事 業 の 実 績  

 



第８号様式（第８条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業収支決算書 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

    

電話 

 

    年  月  日付け、京都市指令  第  号をもって交付決定を受けた事業に

ついて下記のとおり決算しました。 

記 

 

収 入 

科  目 予 算 額 内 容 説 明 

   

   

   

   

計 円  

支 出 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計 円  

 



決算内訳明細書 

 

収入合計          円                    単位：円 

科  目 

（決算額） 
内   訳 

補助金 
 

  

 

    

支出合計          円                    単位：円  

科  目 

（決算額） 
内  訳 金 額 領収書等頁 領収書等番号 

 

    

    

    

 

    

    

    

 

    

    

    

 

    

    

    

 

    

    

    

 

    

    

    

 



第９号様式（第９条関係） 

 

京都市指令    第   号 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金交付額確定通知書 

 

 年   月   日   

 

 

             様 

  

 

京都市山科区長 

 

 

 年  月  日付け、京都市指令  第  号をもって交付決定した山科区地域 
 

福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金については、下記のとおり補助金交付額 
 
を確定したので、通知します。 

 

 

記 

 

事 業 名  

補助金交付額                      円 

 



第１０号様式（第１０条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金概算払請求書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条第２項の規定により、補助金の概算払を

請求します。 

交 付 決 定 日         年   月   日 

交 付 予 定 額                 円 

補助金の請求額                 円 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１１号様式（第１２条関係） 

 

山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業補助金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（宛先）京都市山科区長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

 

電話 

 

年  月  日付け、京都市指令  第  号をもって交付決定した山科区地域福

祉推進フリースペース等設置運営事業に関する  年度消費税及び地方消費税の額につい

て、下記のとおり確定しましたので、山科区地域福祉推進フリースペース等設置運営事業

補助金交付要綱第１３条の規定により、報告します。 

 

記 

 

補助金額（区長が確定通知書により通知した額）             円 

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（要補助金返還額） 

            円 

注 別紙として積算の内訳等、４の金額がわかるものを添付してください。 

 

 


